
 

 

制度の名称 住宅の応急修理 

支援の種類 現物支給 

制度の内容 

●災害救助法に基づき、住宅が中規模半壊、半壊（半焼）、準半壊のいずれかの住家被害を受

け、自ら修理する資力がない世帯又は、大規模な補修を行わなければ居住することが困難で

ある程度に住家が半壊した世帯に対して、被災した住宅の居室、台所、トイレ等日常生活に

必要な最小限度の部分を応急的に修理します。 

 （全壊（全焼）の場合は、修理することで居住することが可能となる場合には、個別に対象

とすることが可能です。） 

●応急修理は、都道府県又は市町村が業者に委託して実施します。 

●修理限度額は令和４年４月基準において１世帯あたり、 

① 大規模半壊、中規模半壊、半壊（半焼）の世帯：６５万5千円以内 

② 準半壊（損害割合が10％以上20％未満）の世帯：3１万８千円以内 

●同じ住宅に２以上の世帯が同居している場合は１世帯とみなされます。 

 ※詳細については、内閣府のホームページをご確認ください。

（https://www.bousai.go.jp/oyakudachi/pdf/kyuujo_c7.pdf） 

活用できる方 

●災害救助法が適用された市町村において、り災証明に「全壊（全焼）、大規模半壊、中規模

半壊、半壊（半焼）、準半壊」と記載されている方 

※応急修理期間における応急仮設住宅の使用については、応急修理の期間が1ヵ月を超える

と見込まれる方であって、自宅が半壊（住宅としての利用ができない場合）以上の被害を

受け、他の住まいの確保が困難な方に対して、令和２年７月豪雨災害から、応急仮設住宅

の入居が可能です。（入居期限は災害の発生の日から原則6ヶ月） 

お問い合わせ 都道府県、災害救助法が適用された市町村 
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